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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（使用済燃料プール一次系系統の漏えい監視） 

第２２条 

使用済燃料プール一次系系統は，表２２－１で定める事項を運転上の制限とする。 

 

２．使用済燃料プール一次系系統が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため，次

号を実施する。 

（１）当直長は，使用済燃料プール一次系系統に異常な漏えいがないことを毎日１回漏えい警報又はス

キマサージタンクの水位低下傾向により確認する。なお，漏えいのおそれがあると判断した場合

（漏えい警報及びスキマサージタンクの水位低下傾向により確認が出来ない場合を含む）には，

使用済燃料プール一次系系統の巡視を行う。 

 

３．当直長は，使用済燃料プール一次系系統が第１項で定める運転上の制限を満足していないと判断し

た場合，１～６号機械設備ＧＭに報告し，１～６号機械設備ＧＭは表２２－２の措置を講じる。 

 

表２２－１ 

項 目 運転上の制限 

使用済燃料プール 

一次系系統 
一次系系統の異常な漏えい※1がないこと 

※１：「異常な漏えい」とは，使用済燃料プールからの自然蒸発や使用済燃料プール水の収縮（温度低

下による体積の減少）によるスキマサージタンク水位低下を超えるような水位低下現象をいう。

また，現場の巡視点検等において，隔離が不可能であり，かつ漏えい拡大防止の措置が困難と判

断される漏えいが確認された場合も含む。 

 

表２２－２ 

条件 要求される措置 完了時間 

Ａ．使用済燃料プール一

次系系統が運転上の

制限を満足しないと

判断した場合 

Ａ１．使用済燃料プールの水位を回復させる措

置を開始する。 

及び 

Ａ２．使用済燃料プール一次系系統を異常な漏

えいがない状態に復旧させる措置を開始す

る。 

速やかに 

 

 

速やかに 

 

（中略） 

 

 

（使用済燃料プール一次系系統水の建屋外への漏えい監視） 

第２２条 

使用済燃料プール一次系系統は，表２２－１で定める事項を運転上の制限とする。 

 

２．使用済燃料プール一次系系統が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため，次

号を実施する。 

（１）当直長は，使用済燃料プール一次系系統水の建屋外への漏えいがないことを毎日１回漏えい警報

又はスキマサージタンクの水位低下傾向により確認する。なお，漏えいのおそれがあると判断し

た場合（漏えい警報及びスキマサージタンクの水位低下傾向により確認が出来ない場合を含む）

には，巡視等により建屋外への漏えいがないことを確認する。 

 

３．当直長は，使用済燃料プール一次系系統が第１項で定める運転上の制限を満足していないと判断し

た場合，１～６号機械設備ＧＭに報告し，１～６号機械設備ＧＭは表２２－２の措置を講じる。 

 

表２２－１ 

項 目 運転上の制限 

使用済燃料プール 

一次系系統 
一次系系統水の建屋外への漏えい※1がないこと 

※１：一次系系統から二次系系統への漏えいが生じた場合において，漏えいが二次系系統内に留まって

いる場合は，建屋外への漏えいとはみなさない。 

 

 

 

表２２－２ 

条件 要求される措置 完了時間 

Ａ．使用済燃料プール一

次系系統が運転上の

制限を満足しないと

判断した場合 

Ａ１．一次系系統水の建屋外への漏えいがない

状態に復旧させる措置を開始する。 

速やかに 

 

（中略） 

 

 

記載の適正化（運転上の制限の

明確化） 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（外部電源） 

第２８条 

外部電源は，表２８－１で定める事項を運転上の制限とする。ただし，送電線事故等による瞬停時及

び計画的に電源切替等により停止する場合を除く。 

 

２．外部電源が前項に定める運転上の制限を満足していることを確認するため，次号を実施する。 

（１）当直長は，外部電源の電圧が確立していることを１週間に１回確認する。 

 

３．当直長は，外部電源が第１項で定める運転上の制限を満足していないと判断した場合，表２８－２

の措置を講じる。 

 

表２８－１ 

項 目 運転上の制限 

外部電源 ２系列※１が動作可能であること 

※１：外部電源の系列数は，第２９条で要求される交流高圧電源母線に対して電力供給することができ

る発電所外からの送電線の回線数の数とする。 

 

表２８－２ 

条件 要求される措置 完了時間 

Ａ．動作可能である外部

電源が１系列のみの

場合 

Ａ１．外部電源を２系列動作可能な状態に復旧

する措置を開始する。 

及び 

Ａ２．非常用ディーゼル発電機※２※３１台が動

作可能であることを，当該設備が機能するこ

とを示す至近の記録により確認する。 

及び 

Ａ３．非常用ディーゼル発電機※２※３からの電

源供給のために必要な交流高圧電源母線が

受電可能となる措置を開始する。 

速やかに 

 

 

速やかに 

 

 

 

速やかに 

Ｂ．動作可能である外部

電源が１系列もない

場合 

Ｂ１．外部電源を１系列動作可能な状態に復旧

する措置を開始する。 

及び 

Ｂ２．１．非常用ディーゼル発電機※２※３によ

り電力を供給する措置を開始する。 

又は 

Ｂ２．２．第１８条で要求される設備に対して

電源車により電力を供給する措置を開始す

る。 

速やかに 

 

 

速やかに 

 

 

速やかに 

※２：本条における「非常用ディーゼル発電機」とは，所内共通ディーゼル発電機，５号炉又は６号炉

の非常用ディーゼル発電機をいう。 

※３：当直長は，５号炉及び６号炉の非常用ディーゼル発電機が待機状態であることを，当該設備が機

能することを示す至近の記録により１ヶ月に１回確認する。 

 

（中略） 

 

 

（外部電源） 

第２８条 

外部電源は，表２８－１で定める事項を運転上の制限とする。ただし，送電線事故等による瞬停時及

び計画的に電源切替等により停止する場合を除く。 

 

２．外部電源が前項に定める運転上の制限を満足していることを確認するため，次号を実施する。 

（１）当直長は，外部電源の電圧が確立していることを１週間に１回確認する。 

 

３．当直長は，外部電源が第１項で定める運転上の制限を満足していないと判断した場合，表２８－２

の措置を講じる。 

 

表２８－１ 

項 目 運転上の制限 

外部電源 ２系列※１が動作可能であること 

※１：外部電源の系列数は，第２９条で要求される交流高圧電源母線に対して電力供給することができ

る発電所外からの送電線の回線数の数とする。 

 

表２８－２ 

条件 要求される措置 完了時間 

Ａ．動作可能である外部

電源が１系列のみの

場合 

Ａ１．外部電源を２系列動作可能な状態に復旧

する措置を開始する。 

及び 

Ａ２．非常用ディーゼル発電機※２１台が動作

可能であることを，当該設備が機能すること

を示す至近の記録により確認する。 

及び 

Ａ３．非常用ディーゼル発電機※２からの電源

供給のために必要な交流高圧電源母線が受

電可能となる措置を開始する。 

速やかに 

 

 

速やかに 

 

 

 

速やかに 

Ｂ．動作可能である外部

電源が１系列もない

場合 

Ｂ１．外部電源を１系列動作可能な状態に復旧

する措置を開始する。 

及び 

Ｂ２．１．非常用ディーゼル発電機※２により

電力を供給する措置を開始する。 

又は 

Ｂ２．２．第１８条で要求される設備に対して

電源車により電力を供給する措置を開始す

る。 

速やかに 

 

 

速やかに 

 

 

速やかに 

※２：本条における「非常用ディーゼル発電機」とは，所内共通ディーゼル発電機，５号炉又は６号炉

の非常用ディーゼル発電機をいう。 

 

（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５号炉及び６号炉の非常用デ

ィーゼル発電機の運転上の制

限の削除に伴う変更 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

附  則 
 

 

 

 

 

 

附則（令和６年５月２１日 原規規発第 2405211号） 

（施行期日） 

第１条 

この規定は，令和６年７月１日から施行する。 

２．第４条及び第５条については，原子力規制委員会の認可を受けた後，当社が定める日から適用する

こととし，それまでの間は従前の例による。 

 

附則（令和６年４月２２日 原規規発第 2404223号） 

（施行期日） 

第１条 

２．添付１（管理区域図）の全体図及び添付２（管理対象区域図）の全体図の変更は，化学分析棟の増

床部の運用開始をもって適用することとし，それまでの間は従前の例による。 

 

附則（令和５年５月１０日 原規規発第 2305107号） 

（施行期日） 

第１条 

２．第５条については，ＡＬＰＳ処理水希釈放出設備の運用を開始した時点から適用することとし，そ

れまでの間は従前の例による。 

 

附則（令和５年４月１７日 原規規発第 23041712号） 

（施行期日） 

第１条 

２．添付１（管理区域図）の全体図及び添付２（管理対象区域図）の全体図の変更は，それぞれの区域

の変更をもって適用することとし，それまでの間は従前の例による。 

 

附則（令和５年３月７日 原規規発第 2303075号） 

（施行期日） 

第１条 

２．添付２（管理対象区域図）の全体図における瓦礫類一時保管エリアの変更は，それぞれの区域の変

更をもって適用することとし，それまでの間は従前の例による。 

 

（以下，省略） 

 

 

附  則 
 

附則（                       ） 

（施行期日） 

第１条 

この規定は，原子力規制委員会の認可を受けた日から１０日以内に施行する。 

 

附則（令和６年５月２１日 原規規発第 2405211号） 

（施行期日） 

第１条 

 

２．第４条及び第５条については，原子力規制委員会の認可を受けた後，当社が定める日から適用する

こととし，それまでの間は従前の例による。 

 

附則（令和６年４月２２日 原規規発第 2404223号） 

（施行期日） 

第１条 

２．添付１（管理区域図）の全体図及び添付２（管理対象区域図）の全体図の変更は，化学分析棟の増

床部の運用開始をもって適用することとし，それまでの間は従前の例による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

附則（令和５年３月７日 原規規発第 2303075号） 

（施行期日） 

第１条 

２．添付２（管理対象区域図）の全体図における瓦礫類一時保管エリアの変更は，それぞれの区域の変

更をもって適用することとし，それまでの間は従前の例による。 

 

（以下，省略） 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＡＬＰＳ処理水希釈放出設備

の移管完了に伴う削除 

（令和６年２月２２日移管完

了） 

 

 

仕切堤及び下流水槽の区域変

更に係る対応完了に伴う削除 

（令和６年２月９日区域変更

に係る全対応完了） 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（品質マネジメントシステム計画） 

第３条 

第２条に係る保安活動のための品質保証活動を実施するにあたり，以下のとおり品質マネジメントシ

ステム計画を定める。 

 

（中略） 

 

4. 品質マネジメントシステム 

4.1 一般要求事項 

(1) 第４条（保安に関する組織）に定める組織（以下「組織」という。）は，本品質マネジメントシス

テム計画に従って，品質マネジメントシステムを確立し，文書化し，実施し，かつ，維持する。また，

その品質マネジメントシステムの実効性を維持するため，継続的に改善する。 

 

（中略） 

 

4.2 文書化に関する要求事項 

4.2.1 一般 

 品質マネジメントシステムの文書として以下の事項を含める。これらの文書は，保安活動の重要度に

応じて作成し，当該文書に規定する事項を実施する。また，これらの文書体系を図２に，各マニュアル

と各条文の関連を c)及び d)の表に示す。なお，記録は適正に作成する。 

 

（中略） 

 

d) 組織内のプロセスの実効的な計画，運用及び管理を確実に実施するために，必要と決定した文書

及び記録 

   ①以下の文書 

第3条の 

関連条項 

原子力品質 

保証規程の 

関連条項 

名  称 管理箇所 
第3条以外の 

関連条文 

5.4.1，8.2.1，

8.2.3，8.4，

8.5.1 

5.4.1，8.2.1，

8.2.3，8.4，

8.5.1 

セルフアセスメント実施基本マニ

ュアル（福島第一廃炉推進カンパニ

ー） 

原子力安全・統括部 － 

 

（中略） 

 

6.3，6.4，
7.1，7.2.1，
7.5，7.6，

8.2.4 

6.3，6.4，
7.1，7.2.1，
7.5，7.6，

8.2.4 

運転管理基本マニュアル 
建設・運用・保守セ
ンター 

第7条，第11条の3，第
12条～第15条，第17
条，第17条の2，第55
条，第59条，第61条，
第62条，第64条，第66
条，第72条～第77条，
第87条，第94条，第95
条，第120条，第121条 

7.1，7.2.1，
7.5 

7.1,7.2.1,
7.5 

法令等の遵守に係る活動基本マニ
ュアル 

業務統括室 第2条の2 

健全な安全文化の育成及び維持に
係る基本マニュアル（福島第一廃炉
推進カンパニー） 

原子力安全・統括部 － 

7.2.3，

8.2.1 

7.2.3，

8.2.1 

外部コミュニケーション基本マニ

ュアル 

プロジェクトマネジ

メント室 
－ 

7.3 7.3 設計管理基本マニュアル 計画・設計センター － 

7.4 7.4 調達管理基本マニュアル 計画・設計センター － 

 

（品質マネジメントシステム計画） 

第３条 

第２条に係る保安活動のための品質保証活動を実施するにあたり，以下のとおり品質マネジメントシ

ステム計画を定める。 

 

（中略） 

 

4. 品質マネジメントシステム 

4.1 一般要求事項 

(1) 第４条（保安に関する組織）に定める組織（以下「組織」という。）は，本品質マネジメントシス

テム計画に従って，品質マネジメントシステムを確立し，文書化し，実施し，かつ，維持する。また，

その品質マネジメントシステムの実効性を維持するため，継続的に改善する。 

 

（中略） 

 

4.2 文書化に関する要求事項 

4.2.1 一般 

 品質マネジメントシステムの文書として以下の事項を含める。これらの文書は，保安活動の重要度に

応じて作成し，当該文書に規定する事項を実施する。また，これらの文書体系を図２に，各マニュアル

と各条文の関連を c)及び d)の表に示す。なお，記録は適正に作成する。 

 

（中略） 

 

d) 組織内のプロセスの実効的な計画，運用及び管理を確実に実施するために，必要と決定した文書

及び記録 

   ①以下の文書 

第3条の 

関連条項 

原子力品質 

保証規程の 

関連条項 

名  称 管理箇所 
第3条以外の 

関連条文 

5.4.1，8.2.1，

8.2.3，8.4，

8.5.1 

5.4.1，8.2.1，

8.2.3，8.4，

8.5.1 

セルフアセスメント実施基本マニ

ュアル（福島第一廃炉推進カンパニ

ー） 

原子力安全・統括部 － 

 

（中略） 

 

6.3，6.4，
7.1，7.2.1，
7.5，7.6，

8.2.4 

6.3，6.4，
7.1，7.2.1，
7.5，7.6，

8.2.4 

運転管理基本マニュアル 
建設・運用・保守セ
ンター 

第7条，第11条の3，第
12条～第15条，第17
条，第17条の2，第55
条，第72条～第77条，
第87条，第94条，第95
条，第120条，第121条 

7.1，7.2.1，
7.5 

7.1,7.2.1,
7.5 

法令等の遵守に係る活動基本マニ
ュアル 

業務統括室 第2条の2 

健全な安全文化の育成及び維持に
係る基本マニュアル（福島第一廃炉
推進カンパニー） 

原子力安全・統括部 － 

7.2.3，

8.2.1 

7.2.3，

8.2.1 

外部コミュニケーション基本マニ

ュアル 

プロジェクトマネジ

メント室 
－ 

7.3 7.3 設計管理基本マニュアル 計画・設計センター － 

7.4 7.4 

調達管理基本マニュアル 計画・設計センター － 

原子燃料調達基本マニュアル 
プール燃料取り出し

プログラム部 
－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

非常用ディーゼル発電機の条

文削除に伴う削除 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅲ章 第２編） 

2 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

原子燃料調達基本マニュアル 
プール燃料取り出し

プログラム部 
－ 

8.2.4 8.2.4 検査及び試験基本マニュアル 廃炉安全・品質室 第 107条，第 120条 

 

（中略） 

 

8.2.4 8.2.4 検査及び試験基本マニュアル 廃炉安全・品質室 第 107条，第 120条 

 

（中略） 

 

 

変更なし 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅲ章 第２編） 

3 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（構成及び定義） 

第 11条 

本章における原子炉の状態は，原子炉に燃料が装荷されていない状態とする。 

 

（中略） 

 

３．用語の定義は，各条に特に定めがない場合は，次のとおりとする。 

管理的手段に

よる確認 

系統・設備に対する確認事項を実際に直接的に確認するのではなく，次

の事項から１つないし複数を適切に組み合わせて間接的に確認すること

をいう。ただし，実際に直接的に確認することを妨げるものではない。 

（１）当該系統・設備において，その機能に影響を及ぼす警報が発生し

ていないこと。 

（２）当該系統・設備の必要な機器に電源が供給されていること。 

（３）当該系統・設備が機能することを示す至近の記録を確認すること。 

（４）当該系統・設備に対して施錠又は区域管理等が実施されているこ

と。 

原子炉建屋内

で照射された

燃料に係る作

業 

原子炉建屋内で照射された燃料の移動作業及び新燃料又は制御棒の移動

の際に照射された燃料上を通過する作業をいう。なお，照射された燃料

に係る作業の中止の措置が要求された場合であって，進行中の作業を安

全な状態で終了させる場合を除く。 

速やかに 第３節運転管理において「速やかに」とは，可能な限り短時間で実施す

るものであるが，一義的に時間を決められないものであり，意図的に遅

延させることなく行うことを意味する。なお，要求される措置を実施す

る場合には，上記の主旨を踏まえた上で，組織的に実施する※３準備が整

い次第行う活動を意味する。また，複数の「速やかに」実施することが

要求される措置に規定されている場合は，いずれか一つの要求される措

置を「速やかに」実施し，引き続き遅滞なく，残りの要求される措置を

実施する。 

安全確保設備

等 

「東京電力株式会社福島第一原子力発電所に設置される特定原子力施設

に対する『措置を講ずべき事項』に基づく『実施計画』の提出について」

において提出した実施計画に係る以下の設備等をいう。 

 

（１）原子炉等の監視 

（２）残留熱の除去 

（３）原子炉格納施設雰囲気の監視等 

（４）燃料取出し及び取り出した燃料の適切な貯蔵・管理 

（５）電源の確保 

（６）電源喪失に対する設計上の考慮 

（７）放射性固体廃棄物の処理・保管・管理 

（８）放射性液体廃棄物の処理・保管・管理 

（９）放射性気体廃棄物の処理・管理 

（10）放射性物質の放出抑制等による敷地周辺の放射線防護等 

（11）作業者の被ばく線量の管理等 

（12）緊急時対策 

 

※３：関係者への連絡，各運転員への指示，手順の準備・確認等を行うこと。 

 

（中略） 

 

 

（構成及び定義） 

第 11条 

本章における原子炉の状態は，原子炉に燃料が装荷されていない状態とする。 

 

（中略） 

 

３．用語の定義は，各条に特に定めがない場合は，次のとおりとする。 

原子炉建屋内

で照射された

燃料に係る作

業 

原子炉建屋内で照射された燃料の移動作業及び新燃料又は制御棒の移動

の際に照射された燃料上を通過する作業をいう。なお，照射された燃料

に係る作業の中止の措置が要求された場合であって，進行中の作業を安

全な状態で終了させる場合を除く。 

速やかに 第３節運転管理において「速やかに」とは，可能な限り短時間で実施す

るものであるが，一義的に時間を決められないものであり，意図的に遅

延させることなく行うことを意味する。なお，要求される措置を実施す

る場合には，上記の主旨を踏まえた上で，組織的に実施する※３準備が整

い次第行う活動を意味する。また，複数の「速やかに」実施することが

要求される措置に規定されている場合は，いずれか一つの要求される措

置を「速やかに」実施し，引き続き遅滞なく，残りの要求される措置を

実施する。 

安全確保設備

等 

「東京電力株式会社福島第一原子力発電所に設置される特定原子力施設

に対する『措置を講ずべき事項』に基づく『実施計画』の提出について」

において提出した実施計画に係る以下の設備等をいう。 

 

（１）原子炉等の監視 

（２）残留熱の除去 

（３）原子炉格納施設雰囲気の監視等 

（４）燃料取出し及び取り出した燃料の適切な貯蔵・管理 

（５）電源の確保 

（６）電源喪失に対する設計上の考慮 

（７）放射性固体廃棄物の処理・保管・管理 

（８）放射性液体廃棄物の処理・保管・管理 

（９）放射性気体廃棄物の処理・管理 

（10）放射性物質の放出抑制等による敷地周辺の放射線防護等 

（11）作業者の被ばく線量の管理等 

（12）緊急時対策 

 

※３：関係者への連絡，各運転員への指示，手順の準備・確認等を行うこと。 

 

（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化 

（第２編の条文に用語の記載

がないことに伴う記載削除） 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅲ章 第２編） 

4 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（外部電源） 

第 59条 

外部電源※１は表 59－１で定める事項を運転上の制限とする。ただし，送電線事故等による瞬停時を

除く。 

 

２．外部電源が前項に定める運転上の制限を満足していることを確認するため，次号を実施する。 

（１）当直長は，外部電源の電圧が確立していることを１週間に１回確認する。 

 

３．当直長は，外部電源が第１項で定める運転上の制限を満足していないと判断した場合，表 59－２の

措置を講じる。 

 

※１：外部電源とは，電力系統からの電力を第 66 条で要求される非常用交流高圧電源母線に供給す

る設備をいう。 

 

表 59－１ 

項  目 運転上の制限 

外部電源 １系列※２が動作可能であること 

 

※２：外部電源の系列数は，非常用交流高圧電源母線に対して電力供給することができる発電所外か

らの送電線の回線数とし，各々の非常用交流高圧電源母線について求められる。 

 

表 59－２ 

条  件 要求される措置 完了時間 

A.運転上の制限を満足

していないと判断

した場合 

A1.外部電源を１系列動作可能な状態に復旧する。 

及び 

A2.原子炉建屋内で照射された燃料に係る作業を中

止する。  

速やかに 

 

速やかに 

 

（中略） 

 

 

 

第 59条 

削除 

 

（中略） 

 

 

非常用ディーゼル発電機の運

転上の制限の削除に伴う変更 

（関連条文削除） 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅲ章 第２編） 

5 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（非常用ディーゼル発電機） 

第 61条 

非常用ディーゼル発電機※１※２は表 61－１で定める事項を運転上の制限とする。 

 

２．非常用ディーゼル発電機が前項に定める運転上の制限を満足していることを確認するため，次号を

実施する。 

（１）当直長は，非常用ディーゼル発電機が運転可能であることを次の事項により確認する。 

①非常用ディーゼル発電機を待機状態から始動し，無負荷運転時の電圧が 6,900±345Ｖ及び周波

数が 50±1Ｈｚであること並びに引き続き非常用交流高圧電源母線に並列できることを１ヶ月

に１回確認する。 

②表 61－１で要求されるディーゼル発電機のデイタンクレベルが表 61－２に定める値を満足して

いることを１ヶ月に１回確認する。ただし，非常用ディーゼル発電機が運転中及び運転終了後２

日間を除く。 

 

３．当直長は，非常用ディーゼル発電機が第１項で定める運転上の制限を満足していないと判断した場

合，表 61－３の措置を講じる。 

 

※１：非常用ディーゼル発電機とは，Ａ系，Ｂ系の非常用ディーゼル発電機をいう。 

※２：当直長は，非常用ディーゼル発電機を待機除外にする場合には，１／２／３／４号炉の当直長に

通知する。 

 

 表 61－１ 

項  目 運転上の制限 

交流電源 非常用ディーゼル発電機を含め２台の非常用発電設備※３

が動作可能であること 

 

※３：非常用発電設備とは，非常用ディーゼル発電機及び必要な電力供給が可能な非常用発電機をいう。

なお，非常用発電機は，複数の号炉で共用することができる。 

 

表 61－２ 

項  目 ５号炉 

Ａ系 

５号炉 

Ｂ系 

６号炉 

Ａ系 

６号炉 

Ｂ系 

非常用ディーゼル発電

機デイタンクレベル 

3,430ｍｍ 

以上 

3,430ｍｍ 

以上 

2,829ｍｍ 

以上 

2,299ｍｍ 

以上 

 

 

表61－３ 

条  件 要求される措置 完了時間 

A.運転上の制限を満足

していないと判断し

た場合 

A1.運転上の制限を満足させる措置を開始する。 

及び 

A2.原子炉建屋内で照射された燃料に係る作業を中止

する。 

速やかに 

 

速やかに 

 

 

 

 

第 61条 

削除 

 

 

非常用ディーゼル発電機の運

転上の制限の削除に伴う変更 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（非常用ディーゼル発電機燃料油等） 

第 62条 

ディーゼル燃料油，潤滑油及び起動用空気は，表 62－１で定める事項を運転上の制限とする。ただ

し，非常用ディーゼル発電機が運転中及び運転終了後２日間を除く。 

 

２．ディーゼル燃料油，潤滑油及び起動用空気が，前項で定める運転上の制限を満足していることを確

認するため，次号を実施する。 

（１）当直長は，ディーゼル燃料油，潤滑油及び起動用空気が第 61条で動作可能であることを要求さ

れる非常用ディーゼル発電機に対し必要量確保されていることを，付表 62－１，付表 62－２及び

付表 62－３で１ヶ月に１回確認する。 

 

３．当直長は，ディーゼル燃料油，潤滑油又は起動用空気が第１項で定める運転上の制限を満足してい

ないと判断した場合，表 62－２の措置を講じる。 

 

 表62－１ 

項  目 運転上の制限 

ディーゼル燃料油， 

潤滑油及び起動用空気 

第 61 条で動作可能であることを要求される非常用ディーゼル発電機

に対し必要量確保されていること 

 

 付表 62－１ 

項  目 No.3 No.6 

ディーゼル燃料油（軽油

タンクレベル） 

2,180ｍｍ以上

(1,490ｍｍ※１以上)  

1,291ｍｍ以上 

 

 付表 62－２ 

項  目 
５号炉 

Ａ系 

５号炉 

Ｂ系 

６号炉 

Ａ系 

６号炉 

Ｂ系 

潤滑油（サンプタンク

貯油量） 

1,815ｌ 

以上 

1,815ｌ 

以上 

2,300ｌ 

以上 

1,900ｌ 

以上 

※１：６号炉Ａ系ディーゼル発電機が要求されない場合 

 

付表 62－３ 

１．５号炉 

項  目 ５号炉Ａ系 ５号炉Ｂ系 

起動用空気 

（自動用空気

貯槽圧力） 

2.16ＭＰａ[gage] 

以上 

2.16ＭＰａ[gage] 

以上 

 

２．６号炉 

項  目 ６号炉Ａ系 ６号炉Ｂ系 

起動用空気 

（自動用空気

貯槽圧力） 

2.16ＭＰａ[gage] 

以上 

2.16ＭＰａ[gage] 

以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 62条 

削除 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

非常用ディーゼル発電機の運

転上の制限の削除に伴う変更 

（関連条文削除） 
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7 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

 表62－２ 

条  件 要求される措置 完了時間 

A.非常用ディーゼル発電機１台以上の軽油タ

ンクレベルが付表62－１を満足しない場合 

A1.制限値以内に復旧する。 

 

２日間 

 

B.非常用ディーゼル発電機１台以上の潤滑油

貯油量が付表62－２を満足しない場合 

B1.制限値以内に復旧する。 ２日間 

C.非常用ディーゼル発電機１台以上の起動用

空気貯槽圧力が付表62－３を満足しない場

合 

C1.制限値以内に復旧する。 ２日間 

D.条件Ａで要求される措置を完了時間内に達

成できない場合 

D1.当該非常用ディーゼル発電機を動作

不能とみなす。 

速やかに 

E.条件Ｂ又はＣで要求される措置を完了時間

内に達成できない場合 

E1.当該非常用ディーゼル発電機を動作

不能とみなす。 

速やかに 

 

（中略） 

 

 

（削除） 

 

（中略） 

 

 

非常用ディーゼル発電機の運

転上の制限の削除に伴う変更 

（関連条文削除） 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（直流電源） 

第 64条 

直流電源は表 64－１で定める事項を運転上の制限とする。 

 

２．直流電源が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため，次号を実施する。 

（１）当直長は，第 66 条で要求される直流電源母線に接続する蓄電池及び充電器※１について，浮動充

電時の蓄電池電圧が 126Ｖ以上であることを１週間に１回確認する。 

 

※１：充電器とは，充電器又は予備充電器のいずれかをいい，両方が機能喪失となって動作不能と

なる。 

 

３．当直長は，直流電源が第１項で定める運転上の制限を満足していないと判断した場合，表 64－２の

措置を講じる。 

 

表64－１ 

項  目 運転上の制限 

直流電源 第66条で要求される直流電源が動作可能であること 

 

表64－２ 

条  件 要求される措置 完了時間 

A.要求される直流電源

の蓄電池又は充電器

が動作不能の場合 

A1.要求される蓄電池又は充電器を動作可能な状態に

復旧する措置を開始する。 

及び 

A2.原子炉建屋内で照射された燃料に係る作業を中止

する。 

 

速やかに 

 

 

速やかに 

 

 

 

（中略） 

 

 

 

第 64条 

削除 

 

（中略） 

 

 

非常用ディーゼル発電機の運

転上の制限の削除に伴う変更 

（関連条文削除） 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（所内電源系統） 

第 66条 

所内電源系統は表 66－１で定める事項を運転上の制限とする。ただし，送電線事故等による瞬停時を

除く。 

 

２．所内電源系統が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため，次号を実施する。 

（１）当直長は，第 61 条で要求される設備の維持に必要な非常用交流高圧電源母線及び直流電源母線

が受電されていることを１週間に１回確認する。 

 

３．当直長は，所内電源系統が第１項で定める運転上の制限を満足していないと判断した場合，表 66

－２の措置を講じる。 

 

表 66－１ 

項  目 運転上の制限 

所内電源系統 第 61 条で要求される設備の維持に必要な非常用交流高圧電

源母線及び直流電源母線が受電されていること 

 

表66－２ 

条   件 要求される措置 完了時間 

A.要求される非常用交流高

圧電源母線又は直流電源

母線が電源喪失の場合 

A1.要求される所内電源系統を動作可能な状態に

復旧する措置を開始する。 

及び 

A2.原子炉建屋内で照射された燃料に係る作業を

中止する。 

速やかに 

 

 

速やかに 

 

（中略） 

 

 

 

第 66条 

削除 

 

（中略） 

 

 

非常用ディーゼル発電機の運

転上の制限の削除に伴う変更 

（関連条文削除） 

12



福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅲ章 第２編） 

10 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（運転上の制限の確認） 

第 72条 

各ＧＭは，運転上の制限を第３節各条の第２項で定める事項※１で確認する。 

 

２．第３節各条の第２項で定められた頻度及び第３項の要求される措置に定められた当該措置の実施頻

度に関して，その確認の間隔は，表 72に定める範囲内で延長することができる※２。ただし，確認回

数の低減を目的として，恒常的に延長してはならない。なお，定められた頻度以上で実施することを

妨げるものではない。 

 

３．各ＧＭは，第３節各条の第２項で定める事項を行うことができなかった場合，運転上の制限を満足

していないと判断するが，この場合は判断した時点から第３節各条の第３項の要求される措置を開始

するのではなく，判断した時点から速やかに当該事項を実施し，運転上の制限を満足していることを

確認することができる。この結果，運転上の制限を満足していないと判断した場合は，この時点から

第３節各条の第３項の要求される措置を開始する。 

 

４．各ＧＭは，運転上の制限が適用される時点から，第３節各条の第２項で定める頻度（期間）以内に

最初の運転上の制限を確認するための事項を実施する。ただし，特別な定めがある場合を除く。 

 

５．運転上の制限を確認するための事項を実施している期間は，当該運転上の制限を満足していないと

判断しなくてもよい。 

 

６．第３節各条の第２項で定める事項が実施され，かつその結果が運転上の制限を満足していれば，第

３節各条の第２項で定める事項が実施されていない期間は，運転上の制限が満足していないと判断し

ない。ただし，第 73条第２項で運転上の制限を満足していないと判断した場合を除く。 

 

※１：第 72条から第 75条を除く。以下，第 73条及び第 74条において同じ。 

※２：第２節で定められた頻度も適用される。 

 

表 72 

頻   度 
備  考 

保安規定で定める頻度 延長できる時間 

毎日１回  所定の直の時間帯で確認する。 

１週間に１回 ２日 日単位の間隔で確認する。 

１ヶ月に１回 ７日 
同上 

なお，１ヶ月は 31日とする。 
 

 

（運転上の制限の確認） 

第 72条 

各ＧＭは，運転上の制限を第３節各条の第２項で定める事項※１で確認する。 

 

 

 

 

 

 

２．各ＧＭは，第３節各条の第２項で定める事項を行うことができなかった場合，運転上の制限を満足

していないと判断するが，この場合は判断した時点から第３節各条の第３項の要求される措置を開始

するのではなく，判断した時点から速やかに当該事項を実施し，運転上の制限を満足していることを

確認することができる。この結果，運転上の制限を満足していないと判断した場合は，この時点から

第３節各条の第３項の要求される措置を開始する。 

 

３．各ＧＭは，運転上の制限が適用される時点から，第３節各条の第２項で定める頻度（期間）以内に

最初の運転上の制限を確認するための事項を実施する。ただし，特別な定めがある場合を除く。 

 

４．運転上の制限を確認するための事項を実施している期間は，当該運転上の制限を満足していないと

判断しなくてもよい。 

 

５．第３節各条の第２項で定める事項が実施され，かつその結果が運転上の制限を満足していれば，第

３節各条の第２項で定める事項が実施されていない期間は，運転上の制限が満足していないと判断し

ない。ただし，第 73条第２項で運転上の制限を満足していないと判断した場合を除く。 

 

※１：第 72条から第 75条を除く。以下，第 73条及び第 74条において同じ。 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化 

（非常用ディーゼル発電機及

び関連条文の削除により頻度

の延長が不要となることに伴

う記載削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化 

（第２節の条文が既に削除さ

れていることに伴う記載削除） 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅲ章 第２編） 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（運転上の制限を満足しない場合） 

第 73条 

運転上の制限を満足しない場合とは，各ＧＭが第３節で定める運転上の制限を満足していないと判断

した場合をいう。なお，各ＧＭは，この判断を速やかに行う。 

 

２．各ＧＭは，第３節各条の第２項で定める事項が実施されていない期間においても，運転上の制限に

関係する事象が発見された場合は，運転上の制限を満足しているかどうかの判断を速やかに行う。 

 

３．各ＧＭは，ある運転上の制限を満足していないと判断した場合に，当該条文の要求される措置に定

めがある場合を除き，他の条文における運転上の制限を満足していないと判断しなくてもよい。 

 

４．各ＧＭは，運転上の制限を満足していないと判断した場合，運用部長に報告し，運用部長は所長及

び原子炉主任技術者に報告する。 

 

５．各ＧＭは，運転上の制限を満足していないと判断した時点（完了時間の起点）から要求される措置

を開始する。 

 

６．各ＧＭは，当該運転上の制限を満足していると判断した場合は，運用部長に報告し，運用部長は原

子炉主任技術者に報告する。 

 

７．各ＧＭは，次の各号を適用することができる。 

（１）運転上の制限を満足していないと判断している期間中は，要求される措置に定めがある場合を除

き，当該条文の第２項で定められた事項を実施しなくてもよい。ただし，当該条文の第２項で定める

頻度で実施しなかった事項については，運転上の制限を満足していると判断した後，速やかに実施す

る。 

（２）運転上の制限を満足していると判断した場合は，それ以後要求される措置を実施しなくてもよい。 

（３）要求される措置を実施した場合，その内容が第３節各条の第２項で定める事項と同じである場合

は，当該事項を実施したとみなすことができる。 

（４）当該運転上の制限を満足していると判断するにあたり，その内容が当該条文の第２項で定める事

項と同じである場合は，当該事項を実施したとみなすことができる。 

 

 

（運転上の制限を満足しない場合） 

第 73条 

運転上の制限を満足しない場合とは，各ＧＭが第３節で定める運転上の制限を満足していないと判断

した場合をいう。なお，各ＧＭは，この判断を速やかに行う。 

 

２．各ＧＭは，第３節各条の第２項で定める事項が実施されていない期間においても，運転上の制限に

関係する事象が発見された場合は，運転上の制限を満足しているかどうかの判断を速やかに行う。 

 

 

 

 

３．各ＧＭは，運転上の制限を満足していないと判断した場合，運用部長に報告し，運用部長は所長及

び原子炉主任技術者に報告する。 

 

４．各ＧＭは，運転上の制限を満足していないと判断した時点（完了時間の起点）から要求される措置

を開始する。 

 

５．各ＧＭは，当該運転上の制限を満足していると判断した場合は，運用部長に報告し，運用部長は原

子炉主任技術者に報告する。 

 

６．各ＧＭは，次の各号を適用することができる。 

（１）運転上の制限を満足していないと判断している期間中は，当該条文の第２項で定められた事項を

実施しなくてもよい。ただし，当該条文の第２項で定める頻度で実施しなかった事項については，運

転上の制限を満足していると判断した後，速やかに実施する。 

 

（２）運転上の制限を満足していると判断した場合は，それ以後要求される措置を実施しなくてもよい。 

 

 

（３）当該運転上の制限を満足していると判断するにあたり，その内容が当該条文の第２項で定める事

項と同じである場合は，当該事項を実施したとみなすことができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化 

（第５５条以外の運転上の制

限の条文が削除されることに

伴う記載削除） 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅲ章 第２編） 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（保全作業を実施する場合） 

第 74条 

各プログラム部長及び各ＧＭは，保全作業（試験を含む）を実施するため計画的に運転上の制限外に

移行する場合は，あらかじめ必要な安全措置※１を定め，原子炉主任技術者の確認を得て実施する。 

 

２．第１項の実施については，第 73条第１項の運転上の制限を満足しない場合とはみなさない。 

 

３．各プログラム部長及び各ＧＭは，第１項に基づく保全作業を行う場合，関係プログラム部長及び関

係ＧＭと協議し実施する。 

 

４．各プログラム部長及び各ＧＭは，第１項に基づく保全作業を開始する場合は，当直長に報告する。

第１項の実施にあたっては，運転上の制限外へ移行した時点を保全作業に対する完了時間の起点とす

る。 

 

５．各プログラム部長及び各ＧＭは，第１項を実施する場合，第 73条第３項及び第７項に準拠する。 

 

６．第１項において，保全作業中に必要な安全措置を実施できなかった場合，各プログラム部長及び

各ＧＭは当該運転上の制限を満足していないと判断する。 

 

７．各プログラム部長及び各ＧＭは，第１項を実施し，当該運転上の制限外から復帰していると判断し

た場合は，運用部長に報告し，運用部長は原子炉主任技術者に報告する。 

 

※１：第３節各条の第２項に基づく事項として同様の措置を実施している場合は，必要な安全措置に代

えることができる。 

 

（中略） 

 

 

（保全作業を実施する場合） 

第 74条 

各プログラム部長及び各ＧＭは，保全作業（試験を含む）を実施するため計画的に運転上の制限外に

移行する場合は，あらかじめ必要な安全措置※１を定め，原子炉主任技術者の確認を得て実施する。 

 

２．第１項の実施については，第 73条第１項の運転上の制限を満足しない場合とはみなさない。 

 

３．各プログラム部長及び各ＧＭは，第１項に基づく保全作業を行う場合，関係プログラム部長及び関

係ＧＭと協議し実施する。 

 

４．各プログラム部長及び各ＧＭは，第１項に基づく保全作業を開始する場合は，当直長に報告する。

第１項の実施にあたっては，運転上の制限外へ移行した時点を保全作業に対する完了時間の起点とす

る。 

 

５．各プログラム部長及び各ＧＭは，第１項を実施する場合，第 73条第６項に準拠する。 

 

６．第１項において，保全作業中に必要な安全措置を実施できなかった場合，各プログラム部長及び

各ＧＭは当該運転上の制限を満足していないと判断する。 

 

７．各プログラム部長及び各ＧＭは，第１項を実施し，当該運転上の制限外から復帰していると判断し

た場合は，運用部長に報告し，運用部長は原子炉主任技術者に報告する。 

 

※１：第３節各条の第２項に基づく事項として同様の措置を実施している場合は，必要な安全措置に代

えることができる。 

 

（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化 

（第７３条の変更に伴う項番

号修正） 

15



福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅲ章 第２編） 

13 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

附  則 
 

 

 

 

 

 

附則（令和６年６月２８日 原規規発第 2406282号） 

（施行期日） 

第１条 

この規定は，令和６年７月８日から施行する。 

 

附則（令和６年５月２１日 原規規発第 2405211号） 

（施行期日） 

第１条 

この規定は，令和６年７月１日から施行する。 

２．第４条及び第５条については，原子力規制委員会の認可を受けた後，当社が定める日から適用する

こととし，それまでの間は従前の例による。 

 

附則（令和６年４月２２日 原規規発第 2404223号） 

（施行期日） 

第１条 

２．添付１（管理区域図）の全体図及び添付２（管理対象区域図）の全体図の変更は，化学分析棟の増

床部の運用開始をもって適用することとし，それまでの間は従前の例による。 

 

附則（令和５年５月１０日 原規規発第 2305107号） 

（施行期日） 

第１条 

２．第５条については，ＡＬＰＳ処理水希釈放出設備の運用を開始した時点から適用することとし，そ

れまでの間は従前の例による。 

 

附則（令和５年４月１７日 原規規発第 23041712号） 

（施行期日） 

第１条 

２．添付１（管理区域図）の全体図及び添付２（管理対象区域図）の全体図の変更は，それぞれの区域

の変更をもって適用することとし，それまでの間は従前の例による。 

 

附則（令和５年３月７日 原規規発第 2303075号） 

（施行期日） 

第１条 

２．添付２（管理対象区域図）の全体図における瓦礫類一時保管エリアの変更は，それぞれの区域の変

更をもって適用することとし，それまでの間は従前の例による。 

 

（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

附  則 
 

附則（                       ） 

（施行期日） 

第１条 

この規定は，原子力規制委員会の認可を受けた日から１０日以内に施行する。 

 

 

 

 

 

 

附則（令和６年５月２１日 原規規発第 2405211号） 

（施行期日） 

第１条 

 

２．第４条及び第５条については，原子力規制委員会の認可を受けた後，当社が定める日から適用する

こととし，それまでの間は従前の例による。 

 

附則（令和６年４月２２日 原規規発第 2404223号） 

（施行期日） 

第１条 

２．添付１（管理区域図）の全体図及び添付２（管理対象区域図）の全体図の変更は，化学分析棟の増

床部の運用開始をもって適用することとし，それまでの間は従前の例による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

附則（令和５年３月７日 原規規発第 2303075号） 

（施行期日） 

第１条 

２．添付２（管理対象区域図）の全体図における瓦礫類一時保管エリアの変更は，それぞれの区域の変

更をもって適用することとし，それまでの間は従前の例による。 

 

（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＡＬＰＳ処理水希釈放出設備

の移管完了に伴う削除 

（令和６年２月２２日移管完

了） 

 

 

仕切堤及び下流水槽の区域変

更に係る対応完了に伴う削除 

（令和６年２月９日区域変更

に係る全対応完了） 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅲ章 第２編） 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

附則（令和２年５月２７日 原規規発第 2005271号） 

（施行期日） 

第１条 

２．第５条については，大型廃棄物保管庫の運用を開始した時点から適用することとし，それまでの間

は従前の例による。 

３．添付１（管理区域図）の全体図及び大型廃棄物保管庫の管理区域図面並びに添付２（管理対象区域

図）の全体図及び大型廃棄物保管庫の管理対象区域図面の変更は，それぞれの区域の区域区分の変更

をもって適用することとし，それまでの間は従前の例による。 

 

附則（平成２５年８月１４日 原規福発第 1308142号） 

（施行期日） 

 第１条 

第６１条において，非常用発電機の運用を開始するまでは，必要な電力供給が可能な場合，他号炉

の非常用ディーゼル発電機又は可搬式発電機を非常用発電設備とみなすことができる。 
 

（以下，省略） 

 

附則（令和２年５月２７日 原規規発第 2005271号） 

（施行期日） 

第１条 

２．第５条については，大型廃棄物保管庫の運用を開始した時点から適用することとし，それまでの間

は従前の例による。 

３．添付１（管理区域図）の全体図及び大型廃棄物保管庫の管理区域図面並びに添付２（管理対象区域

図）の全体図及び大型廃棄物保管庫の管理対象区域図面の変更は，それぞれの区域の区域区分の変更

をもって適用することとし，それまでの間は従前の例による。 

 

（以下，省略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

非常用ディーゼル発電機の運

転上の制限の削除に伴う削除 
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